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論 文 内 容 の 要 旨 
本論文は、歩行困難者の移動の不便さの改善や、電動車いすなどによる事故の危険をなくすこと
を目的として研究した成果をまとめたものである。歩行に困難を抱えながらも、身体障害者手帳を
所持していない人が極めて多い実態があることをふまえ、歩行に何らかの困難を抱える人、すなわ
ち、歩行困難者における移動に役立つ装置の必要性を明らかにするとともに、装置開発を行った結
果について述べた。 
本論文は、緒論と総括を併せて４章の構成とした。 
 第１章は、緒論として、歩行困難者の定義、電動車いすの定義、歩行困難者の現状と解決すべき課
題、新たな移動装置とその安全装置の必要性を明らかにした。 
 第２章は、歩行困難者に対して有効な手段となる新たな移動装置の開発について 3件の研究結果を
述べた。1件目は生活の中に違和感なく導入できる移動具であり、モバイルチェアと名付けた。既存
の家具を利用し、電動車いすとするための移動ユニットである。2件目は、小型の事務いすの脚部に
駆動装置を組み込んだ簡易型電動移動装置である。開発した装置が使用者にとって負担にならないか
を確認するために、筋活動量の比較を筋電計を用いて評価し、何れの試作機も筋負担としては、許容
範囲であることを数値的に確認した。 
 3 件目の新たな移動手段として、全方向移動可能車いすの開発を行った結果を述べた。通常の車い
すでは、日本の住宅内等の狭隘さのため、煩雑な動作が必要であり、移動に困難をきたす点を解決し
た、新しい移動装置についての研究結果について述べた。 
 第３章は、電動車いすの関わる交通事故が年間 200 件を超える実態を踏まえ、その解決策について
研究した結果を述べた。その中で、安全走行を容易に安価に付加できる装置を目指した開発を２件行
った。 
 １件目は、超音波測距により、壁等の障害物との距離を一定に保ちながら、走行できる新しい移動
装置に関するものであり、使用者の運転の技量を問わず安全に走行できることを確認し、その実用性
や普及のしやすさについて言及した。 
 ２件目は、ジョイスティックタイプの電動車いすの緊急停止装置である。運転に習熟していない人
や、障害により突発事に起こる強い緊張や手が伸びてしまう伸展反射がある人の場合、危険時に危険
方向にジョイスティックをそのまま倒して事故につながる危険性を示し、そのための危険防止装置を
開発し、実際に作動することを確認した。 
 第４章では、本研究で得られた成果を総括した。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
近年、我が国の高齢化が顕著になってきている。本論文は、狭小性や床高など我が国独特の住宅
事情を考慮したうえで、障害者や高齢者等で歩行が困難になっている人の移動を助けるため、既存
の電動車いすに付加出来る安全装置や、従来にない移動装置を開発した結果を、緒言、結言を含め
第 1章から第４章でまとめている。 
第１章では、緒論として、福祉装置としての電動車いすの課題についてあきらかにし、新たな移動
装置が必要とされている背景や、交通事故防止のために導入すべき安全装置について述べている。 
第２章では、第１章において見出した課題解決のため、福祉工学の立場から歩行困難者に提供でき
る３種類の新しい移動具を開発し、その有効性について述べている。第１は、家庭内で違和感なく使
用できる移動具であり、家庭内のいすを用いる点を特徴とする、モバイルチェアと名付けた新しい走
行装置を提案している。第２は、小型のいすを利用した狭いところでも使用可能な簡易電動車いすで
ある。これら２種類の移動具に対し筋電計による評価解析を行い、これらの使用が使用者にとって負
担にならないことを確かめている。第３は、屋内移動の煩雑さ、困難さの解決方法としての全方位に
移動可能な車いすの開発であり、その優位性について記述している。 
第３章では、電動車いすが関係した交通事故が多発している現状について述べ、その防止対策とし
て、安全走行が可能で、かつ安価に従来の電動車いすに付加できる緊急停止装置を開発した結果につ
いて述べている。また、超音波距離測定法を導入し、壁等の障害物との距離を一定に保ちながら走行
出来る電動車いす用の付加装置を開発し、使用者の運転の技量を問わず、電動車いすが安全に走行で
きることを明らかにしている。これら２種類の付加装置は、既に市中を走行している市販の電動車い
すに、大がかりな改造をすることなく装着することが容易であり、緊急の課題である車いすの交通事
故防止に貢献できるものであることを指摘している。 
第４章では結言として、主要な成果をまとめ、今後の展望を提示している。 
本論文で述べた研究結果は、今後高齢化が進む中で、高齢者や障害者が安全に電動車いす等の移動
具を利用し、日常生活の質を向上させる手段として貢献できるものであると言える。 
歩行困難者に対し、安全な移動と充実した生活を確保するという社会の福祉的要求に対し、その課
題解決のためには、実効性のある移動具の開発と普及が必要とされていることからも、本論文でまと
めた成果は、電気工学のみならず、福祉工学、都市交通分野での発展に寄与するところが大きい。 
以上を総合し、本論文の著者は博士（工学）の学位を受ける資格を有するものと認める。 
